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１．検討経緯 

平成２４年１１月に IT 融合フォーラム＊・パーソナルデータ・ワーキンググ

ループを設置し、計５回開催。個人情報やプライバシーの保護とのバランスを

取りつつ、新たな事業創出の源泉としてパーソナルデータを適切に利活用する

ための方策について議論・検討。 

パーソナルデータを消費者、事業者、ひいては社会全体で有益に利活用して

いくためには、データの取得目的、活用方法等に関する、消費者と事業者にお

ける認識の共有や信頼関係の構築が重要であるとの認識の下、利活用を行う事

業者に求められる取組などについて整理し、政策提言を行った（ワーキンググ

ループの報告書は５月１０日に公表。）。 

＊IT 融合フォーラム：IT を触媒として既存産業が変容したり、異業種が融合する分野を「IT 融合分野」と形容し、こ

うした新産業創出に向けた政策推進の場として設置（平成２４年６月１日に有識者会議を開催。）。ワーキンググル

ープ等を設置し、異分野の産学官の連携促進、具体的な課題の抽出や検討を実施。 

 

２．概要 

消費者と事業者の間の信頼関係を構築するための手法として「分かり易い表

示」、「情報提供機関の活用」、「消費者による開示情報の選択」という３つ

に焦点を当てて検討。 

(1) 「分かり易さ」に関する手法・アプローチ 
事業者が消費者の期待を裏切る形でパーソナルデータを利用したと評価さ

れ、社会的な批判を受けるという事態をなくすため、消費者の理解を助ける

ような利用規約等の「記述事項」と「表現振り」について整理。 
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(2) 情報提供機関の活用 
消費者と事業者の間の信頼関係の構築を阻害する要因の一つである双方の

情報不足を解消するには、必要な情報を提供する機関を活用することが有効

との考えの下、消費者に対して事業者の信頼性に関する情報を提供する機関、

事業者に対してパーソナルデータの取扱い等に関する情報を提供する機関に

ついて、求められる役割や能力等を整理。 

(3) 消費者による開示情報の選択 
事業者が求める情報を開示するか、サービスを利用しないかの二者択一で

はなく、消費者が自ら判断した情報の開示度合いに応じてサービスを提供す

る仕組みがあれば、消費者の納得感や受容度を高める効果があると考えられ

ることから、その在り方について整理。 

 

３．今後の取組 

「分かり易い表示」に関する手法・アプローチの構築と普及（標準化等）、

事前相談受付の検討、個人情報保護法に基づくガイドラインへの反映等を行う。 

パーソナルデータの利活用については、現在、新たな IT 戦略の立案を行っ

ている IT 総合戦略本部の下で、今後、政府全体として、立法措置を含めて検

討するべきであるとの議論がなされており、本検討結果を含め、政府全体の議

論に貢献していきたい。 

 

以 上  


